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ミャンマーは、日本からの企業進出・投資対象
として、かつてベトナムに次いで大いに着目されて
いた。現在は、当時のような日本全体の勢いは失速。
さらに、日本の約２倍の国土と半分の人口を有する
ミャンマーには、昨年２月の軍による国家制圧の
クーデターの暗雲が依然として厚く垂れ込んでいる。

そんなミャンマーは、他のアセアン９か国から知
財制度の整備という面で遅れを取っている。しかし、

商標法、意匠法、特許法が2019年に矢継ぎ早に成立
し、さらに著作権法も改正された。著作権法に至っ
ては、100年ぶりの改正となった。いずれの法律も
施行時期は未だ定められていない。筆者は、以前に
機会がありミャンマー知財庁の設立支援に４年間に
わたり関与させていただいた。この壮大な国家プロ
ジェクトに従事するのは、ミャンマー商業省の知財
担当の方々だ。彼らの極めて熱意に溢れた真摯な取
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官公庁、公益法人、国立大学、自治体等の契約実務・監査事務の担当者必携！
「財務省会計制度研究会報告の論点」など新たな動きを加筆。
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